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地方自治法（昭和22年法律第67号）第199条第７項の規定により実施した平成25年度財政的援助団体等監査の結果に基

づき講じた措置について、島根県知事及び島根県教育委員会委員長から通知があったので、同条第12項の規定により次の

とおり公表する。
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同 平 谷 昭

同 錦 織 厚 雄

同 後 藤 勇



平成25年度財政的援助団体等監査の結果に基づき講じた措置の内容について

監 査 結 果 措 置 の 内 容

Ⅰ 総括

１ 指摘事項

⑴ 補助金の管理執行が適切でなかったものにつ ⑴ 補助金の管理執行が適切でなかったものに

いて ついて

島根県空港利用促進事業費補助金の事業の一 （隠岐空港利用促進協議会）

部について、隠岐観光協会と共同で実施し、そ 隠岐観光協会と共同で実施する事業につい

の実施主体となった同協会に対し、事業費総額 て、あらかじめ同協会から負担金の積算根拠

の一部を負担金として支出しているが、負担金 の提出を受け、その内容が適切であるか確認

の積算根拠が示されていないなど証拠書類記載 を行う。

内容の不備や確認漏れがあった。 事業の執行段階では執行状況について随時

確認を行う。

事業完了後には完了報告書の提出を受け、

負担金の充当内容について確認を行う。

⑵ 補助金交付事務が適切でなかったものについ ⑵ 補助金交付事務が適切でなかったものについ

て て

交通対策課においては、隠岐空港利用促進協 （交通対策課）

議会における補助事業の実施状況について、現 執行状況に関する資料について、四半期毎

地への出張等の際に証拠書類で確認するなどの に隠岐空港利用促進協議会から提出を求め、

進捗管理を行っていたとして、事業終了後の実 それを確認した上で現地に出向き、関係帳簿

績報告に関する確認については提出書類審査に 等証拠書類を精査し、進捗管理を行うことと

よって行い、補助金額を確定していた。 する。

しかしながら、島根県空港利用促進事業費補 事業完了後は現地調査を実施し、実施状況

助金事業の一部について隠岐観光協会と共同実 の把握と実施結果の確認を適切に行う。

施した事業への負担金の積算根拠について適切

に把握されていないなど、関係諸帳簿の確認が

適切に行われておらず、実績報告における補助

金対象事業費の算定内容や補助金の積算根拠の

確認が不十分であることが判明した。

２ 意見

⑴ 指定管理のあり方について ⑴ 指定管理のあり方について

平成23年度に実施した財政的援助団体等監査 （人事課）

の報告書において、次回の更新時には指定管理 指定管理者制度の運用に係る県の統一的な

者制度が導入されて10年が経過することから、 考え方を示すガイドラインについて、最大８

この制度の検証を行う中で、個別施設の特性や 年の指定期間設定が可能となるよう見直しを

管理実態を踏まえて、柔軟な期間設定等につい 行った。

ても検討されたいと意見を述べたところであ

る。



今回の監査では、指定管理者３団体の監査を

行ったが、その中において、将来を見据えた活

動の展開や、活動を担う人材の育成、確保を行

う上で課題があるとする意見があった。

平成26年度には、県の指定管理施設のうち24

施設が一斉更新の手続きをされる予定であり、

現在基準の見直しを検討中とのことであるが、

他県の動向等も踏まえ、期間設定等につい

て、個別施設の特性や管理実態に応じた柔軟な

対応を行われたい。

⑵ 観光振興施策の推進について ⑵ 観光振興施策の推進について

島根県では、平成24年の「古事記編纂千三百 （観光振興課）

年」、平成 25年の「出雲大社平成の大遷宮」 「神々の国しまね」プロジェクトの様々な

を機に、歴史文化に彩られた「しまね」の魅 成果を生かすとともに、島根の観光の勢いを

力を全国にアピールし、観光交流の一層の拡 継続させていくため、平成 26年度から“神

大を通じて地域の振興を図るとともに、県民 々”と“ご縁”観光総合対策事業を大幅に拡

自ら歴史・文化の魅力を再認識し郷土に対す 充した。

る誇りを醸成する「神々の国しまね」プロジ ご縁の国しまねをテーマとした観光キャン

ェクトを立ち上げ、強力に取り組んでいる。 ペーン、石見神楽や神社など県内各地の資源

今回の監査では、「神々の国しまね」プロジ を活用した観光地づくりの推進、各地域の観

ェクトの実施主体となっている神々の国しま 光人材の育成、ＭＩＣＥ等の新市場の開拓な

ね実行委員会をはじめ、県が財政支援を行っ どに重点的に取り組み、県内全域への誘客を

ている観光関係団体（神話の国縁結び観光協 図る。

会、石見観光振興協議会など）の事業の実施

状況やその成果等について確認を行ったとこ

ろである。

プロジェクトによるＰＲや「神話博しまね」

の開催、「出雲大社平成の大遷宮」などによ

り本県への全国からの関心も高まり、多くの

観光客が訪れているが、観光客の動向を見る

と、出雲部が中心となっており、石見部、隠

岐を含む県下全域で増えていくようにするこ

とが課題となっている。

平成25年９月の隠岐の世界ジオパーク認定や

平成 26年３月からの萩・石見空港の東京便２

便化、中国横断道尾道松江線の延伸等の追い

風もあり、プロジェクトの成果を一過性のも

の で 終 わ ら せ な い よ う 、 引 き 続 き 行 政 、 民

間、県民が一緒になって島根の観光振興に取

り組んでいく必要がある。

平成25年度からは、観光振興課内にしまねの



魅力発信室を設置して、「神々とご縁観光総

合対策事業」として「ご縁の国しまね」キャ

ンペーンを展開中であるが、引き続きこれま

での成果を継続・発展させていくとともに、

観光市場の変化に的確に対応しながら、地域

資源を生かした本県観光の更なる魅力アップ

や隣県を含む広域的な旅行商品づくりなどに

より、県内全域への観光誘客の拡大に努めら

れたい。

⑶ 補助事業に係る実績確認について ⑶ 補助事業に係る実績確認について

補助事業に係る実績確認については、平成 －県の総括的な対応－

21年度会計に係る定期監査結果報告において、 （政策企画監室）

「補助事業者等から提出された実績報告書等の 補助事業の実績確認については、できる限

書類の審査だけで実績を十分確認することがで り補助金交付先に出向いて現地調査を行い、

きる場合を除き、できる限り現地調査を実施 関係帳簿等証拠書類の確認を行うなど、適切

し、必要に応じ証拠資料の提出を求め確認する な執行に取り組むよう主管課長会議等の場を

など、その実績確認を適切に行うようにされた 通じて繰り返し徹底を図っていく。

い。」と意見を述べた。

これに対する措置として、県においては、で －個別的な対応－

きる限り補助金交付先に出向いて、補助事業者 （各所管課共通）

から、実績報告書の内容について、事業実施結 補助事業の実施にあたっては、補助事業者

果及び関係帳簿等証拠書類の確認を行い、補助 に対して、引き続き補助対象事業の範囲、執

金額の確定を行うなど適切な実績確認を行うこ 行基準等について十分な周知を図り、適切な

ととされたところである。 指導に努める。

しかしながら、今回の財政的援助団体等監査

において、その確認が不十分な事例があった。 （総務課：公立大学法人島根県立大学、（公財）

ついては、実績確認について、実施状況の把 島根県育英会、（一社）島根県私学教育振興会、

握と実施結果の確認が適切に行われるよう改善 学校法人澤田学園）

されたい。 決算書の提出や、現地調査を実施すること

また、補助対象事業の範囲、執行基準等につ などにより適切な実績確認に努める。

いて具体的に示すなど、補助事業者に対し十分

な周知を図るとともに適切な指導をされたい。 （しまね暮らし推進課：（公財）ふるさと島根定

住財団）

補助事業の執行状況については、これまで

も随時、補助事業者から報告を求め、適正に

執行されるよう進捗管理を行っているが、今

後は必要に応じて現地に出向いて証拠書類の

確認を行うことにより、適切な実績確認に努

める。

（交通対策課：萩・石見空港利用拡大促進協議



会、21世紀出雲空港整備利用促進協議会）

補助事業の執行状況については、これまで

も随時、補助事業者から報告を求め、適正に

執行されるよう進捗管理を行っているが、今

後は必要に応じて現地に出向いて証拠書類の

確認を行うことにより、適切な実績確認に努

める。

（交通対策課：隠岐空港利用促進協議会）

今後は、執行状況に関する資料について、

四半期毎に補助事業者から提出を求め、それ

を確認した上で現地へ出向き、関係帳簿等証

拠書類を精査し、進捗管理を行うこととす

る。

事業完了後は現地調査を実施し、実施状況

の把握と実施結果の確認を適切に行う。

（農業経営課、農畜産振興課、農地整備課：（公

財）しまね農業振興公社）

これまでも、補助事業者に直接出向き、実

績報告の内容について、事業実施結果及び関

係帳簿等証拠書類の確認を行ってきたところ

であるが、今後も引き続き適切に行ってい

く。

（商工政策課：（一財）くにびきメッセ）

補助事業者から提出された実績報告書の内

容確認のために、交付先に出向いて、事業実

施結果及び関係帳簿等証拠書類の確認を行っ

ている。

今後とも引き続き事業実施結果及び関係帳

簿等証拠書類の確認を適切に行っていく。

（観光振興課：神々の国しまね実行委員会、隠岐

空港利用促進協議会、石見観光振興協議会、神話

の国縁結び観光協会、隠岐観光協会、山陰国際観

光協議会）

平成25年度の補助事業の実績確認について

は、実績報告書等の書類審査だけで実績を十

分に確認できない事業については、交付先に

出向いて、現地調査を行ったところであり、

今後も引き続き適切に確認を行っていく。



また、必要に応じて、事業中途でのヒアリ

ングを行うなど適切な指導を行う。

（中小企業課：松江商工会議所、出雲商工会議

所）

補助事業者から提出された実績報告書の内

容確認のために、複数の補助金交付団体（松

江商工会議所等）を一箇所に集め、事業実施

の関係書類を持参させ、事業実施結果及び関

係帳簿等証拠書類の確認を行っている。

今後とも引き続き事業実施結果及び関係帳

簿等証拠書類の確認を適切に行っていく。

（建築住宅課：（一財）島根県建築住宅センタ

ー）

補助事業完了後、担当職員が補助事業者へ

出向き、申請書類、検査書類、支払い書類等

を確認し、補助事業の実績確認を実施した上

で額の確定を行っており、今後も引き続き適

切に確認を行っていく。

（学校企画課：（公財）島根県育英会）

補助事業の実績確認については、できる限

り補助金交付先に出向いて現地調査を行い、

関係帳簿等証拠書類の確認を行う等により、

適切な執行に取り組む。

Ⅱ 個別

１ 神々の国しまね実行委員会

（所管課：観光振興課）

⑴ 所管課

【意見】

① プロジェクトの成果を生かした観光の振興 ① プロジェクトの成果を生かした観光の振興

について について

神々の国しまね実行委員会は、「神々の国 「神々の国しまね」プロジェクトの様々な

しまね」プロジェクト（平成 22年度～ 25年 成果を生かすとともに、島根の観光の勢いを

度）の実施主体として設立されたものであ 継続させていくため、平成 26年度から“神

り、このプロジェクト終了後、決算をした段 々”と“ご縁”観光総合対策事業を大幅に拡

階で解散の予定である。 充した。

このプロジェクトにより、県内各地では、 ご縁の国しまねをテーマとした観光キャン

まち歩き定時ガイドツアーや周遊バスツアー ペーン、石見神楽や神社など県内各地の資源

などの新たな旅行商品の造成、地域が主体と を活用した観光地づくりの推進、各地域の観



なったイベントの開催などの取組を通じて、 光人材の育成、ＭＩＣＥ等の新市場の開拓な

様々なノウハウが得られるとともに、行政・ どに重点的に取り組み、県内全域への誘客を

民間団体・県民が協働した観光地づくりが進 図る。

展した。

また、プロジェクトで開催した「神話博し

まね」や他機関と連携した「出雲大社展」に

は予想を超える来場者があるなど、全国から

の関心も高まっている。平成25年には、「出

雲大社平成の大遷宮」などの効果により多く

の人が島根を訪れており、今後もこの流れが

続いていくようにしなければならない。

一方で、観光客数の動向を見ると、出雲部

に集中しており、この成果を石見部、隠岐へ

波及させることが課題となっている。

ついては、引き続きこのプロジェクトで得

られた成果を継続・発展させていくととも

に、観光市場の変化に的確に対応しながら、

地域資源を生かした本県観光の更なる魅力ア

ップや情報発信などにより、県内全域への観

光誘客の拡大に努められたい。

２ （公財）しまね農業振興公社

（所管課：農業経営課、農畜産振興課、農地整備

課）

⑴ 団体

【意見】

① 農地中間管理事業への適切な対応について ① 農地中間管理事業への適切な対応について

国においては、農業競争力強化を進めるた 公社は、平成26年３月20日付けで農地中間

め、米の生産調整の見直しなど農業政策の大 管理機構の指定を受け、平成26年４月より組

転換を進めつつあり、この政策の一環とし 織体制の整備を図り、農地中間管理事業を開

て、農地中間管理事業の推進に関する法律を 始したところである。

制定し、都道府県ごとに農地中間管理機構を 同事業については、県と連携して市町村と

設置し、小規模な農地や分散している農地を 意見交換を行っているが、その結果、今後も

集めて、意欲ある農業者（農家や企業）に貸 業務量の大幅な増加が見込まれることから、

し出す仲介役を担わせる制度が創設された。 引き続き公社の組織体制の強化・整備に努

この機構については、各都道府県知事が農 め、より一層、県及び関係機関と連携し、事

地中間管理事業を公平かつ適正に行うことが 業に取り組んでいく。

できる一般財団法人又は一般社団法人を、そ

の申請により一つ指定することとされ、島根

県においては、この機構の指定先として県内

唯一の農地保有合理化法人であるしまね農業

振興公社が想定されているとのことである。



ついては、この機構の指定は、業務量の大

幅な増加等しまね農業振興公社の運営に大き

な影響を及ぼすことが予想されるところか

ら、国の動向を注視しつつ、団体の組織体制

の整備など適切な対応に努められたい。

② 石央農用地の有効活用等について ② 石央農用地の有効活用等について

石央農用地については、一部（新開団地） 浜田市は、石央農用地（元谷団地）を拠点

が浜田市に売却されるとともに、一部貸付け 農業施設として整備を行うため、同用地の買

が行われ耕作されているものの、未利用の状 い受け意向を示されており、県と連携して浜

況で公社が草刈りや巡回等の管理を行ってい 田市への売却に向けた協議、調整を行ってい

る。 く。

こうした中、浜田市において、今後期待さ

れる新規就農や認定農業者の規模拡大等を図

るため、新開団地と同様の拠点農業団地とし

て整備を行う計画が検討されている。

ついては、関係機関と連携し、石央農用地

の有効活用等に向けて積極的に関わられた

い。

③ 中海干拓農地の売渡し等促進について ③ 中海干拓農地の売渡し等促進について

中海干拓農地の売渡し促進に当たっては、 引き続き中海干拓農地の早期完売に向け関

農地価格を据え置くとともに、入植促進農地 係機関と連携し、東京、大阪等で実施されて

貸付事業（取得前提リース・長期貸付リー いる新規就農相談会への情報提供を行うとと

ス）における貸付料の減額や農地等取得支援 もに、農業参入を目指す企業へも干拓農地と

事業（農地取得貸付金等の各種融資）におけ 各種支援制度のＰＲを積極的に行う。

る融資限度額の引き上げ等により、認定農業 また、中海干拓農地が有効活用できるよ

者、農業生産法人、Ｉターン等の新規就農希 う、認定農業者はもとより県内外の農業生産

望者及び農業参入を目指す企業などに対する 法人以外の法人も対象となる入植促進農地貸

働きかけを強化してきた。 付事業についても、ＰＲ活動をより一層強化

こうした促進策により、平成24年度には していく。

農業参入企業への長期貸付が増加し、公社管

理農地は大幅に減少したものの、平成24年度

末現在の未売渡し農地は37.7ha（取得前提貸

付農地3.1haを除く。）であり、引き続きそ

の売渡しに取り組んでいく必要がある。

ついては、今後とも関係機関と連携し、新

規就農希望者等に各種支援制度のＰＲを積極

的に行うとともに、都会地での新規就農相談

会への参加等により中海干拓農地の売渡しに

努められたい。

また、公社管理農地の減少は、土地改良



賦課金や草刈り等の維持管理経費の縮減につ

ながるものであることから、入植促進農地貸

付事業のＰＲ活動をより一層強化され、中海

干拓農地の有効利用にも取り組まれたい。

⑵ 所管課

【意見】

① 農地中間管理事業への適切な対応について ① 農地中間管理事業への適切な対応について

団体に対する意見で述べたように、農地中 （農業経営課）

間管理機構の指定に当たっては、指定先の運 農地中間管理事業については、平成26年３

営に大きな影響を及ぼすことが想定されると 月20日付けで公益財団法人しまね農業振興公

ころであり、国の動向を注視しつつ、業務が 社を農地中間管理機構として指定をしたとこ

円滑に実施されるよう、指定先との連携を密 ろであるが、指定先である公社では、平成26

にして適切な対応を行われたい。 年度より嘱託職員を増員し、現在業務にあた

っているところである。

本格的な農地の権利移動は本年秋以降とな

るため、業務が円滑に実施されるよう今後も

引き続き公社とは連携を密に行い、状況把握

に努め、適切に対応していく。

② 石央農用地の有効活用等について ② 石央農用地の有効活用等について

団体に対する意見で述べたように、石央農 （農畜産振興課）

用地の有効活用等については、農業振興や県 浜田市において元谷団地（石央農用地）を

の財政負担の軽減にもつながるものであり、 取得する意向を表明されたことを受けて、浜

団体と一体となって有効活用等が進むよう積 田市及びしまね農業振興公社と連携しなが

極的に取り組まれたい。 ら、今年度中に浜田市へ売却し、浜田市にお

ける拠点農業団地として整備し、有効活用で

きるよう支援する。

③ 中海干拓農地の売渡し等促進について ③ 中海干拓農地の売渡し等促進について

団体に対する意見で述べたように、中海干 （農地整備課）

拓農地の売渡し等については、農業振興や県 平成24年度から平成28年度を売渡集中期間

の財政負担の軽減にもつながるものであり、 に設定して売渡しと貸付けを推進している。

団体と一体となって積極的に取り組まれた 未売渡地はしまね農業振興公社の管理とな

い。 ることから、県の財政負担を伴う当該地の維

持管理経費の縮減に向け、同公社と連携して

長期貸付を重点的に推進しているところであ

る。

なお、売渡し等にあたっては、新たな担い

手の参入を誘導するとともに、既に入植して

いる担い手が規模拡大を図ることができるよ

う販路拡大対策等にも関係機関が一体となっ



て取り組む。

３ （公財）ふるさとしまね定住財団

（所管課：しまね暮らし推進課）

⑴ 団体

【意見】

① 定住対策の促進について ① 定住対策の促進について

ふるさと島根定住財団は、若者を中心とし 現在、取り組んでいる既存事業について

た県内就職支援、県外からのＵＩターンの促 も、課題等を一つ一つ洗い出し、島根県への

進、活力と魅力ある地域づくりの促進の３つ 定住を考える方々にとって利用しやすい制度

を柱として様々な活動を展開し、定住対策に になるよう、引き続き努力していく。

取り組んできている。

若者の県内就職支援についてみると、「ジ

ョブカフェしまね」による個別カウンセリン

グを通じた就職決定者は年々増加を続けてお

り、また、県内外に進学した学生に対して島

根県の企業情報や就職活動に関する情報を提

供し、県内での就職を促進する「しまね学生

登録制度」の新規登録者数は、平成24年度に

大幅に増加している。

また、平成25年度に、島根県にＵＩターン

したい人を対象として東京、大阪及び広島で

開催した「しまねＵＩターンフェア」は、各

会場とも過去最高の来場者となった。

このことは、地方移住への関心の高まりと

して受け止めることができるし、「ＵＩター

ンしまね産業体験事業」など財団が取り組ん

できた活動の成果として評価できる。

一方、本県人口は減少に歯止めがかから

ず、平成25年10月１日現在の推計人口は、前

年同月より4,837人減少して702,237人とな

り、70万人を切ることも間近な状況となって

きた。

ついては、これまでの成果を踏まえ、引き

続き県内就職者やＵＩターン者の増加につな

がるよう着実に取り組まれたい。

４ 公立大学法人島根県立大学

（所管課：総務部総務課）

⑴ 団体

【意見】

① 大学の施設開放の促進について ① 大学の施設開放の促進について

大学では、「公立大学法人島根県立大学不 公立大学法人島根県立大学において島根県



動産等貸付要領」において、主に１か月未満 立大学出雲キャンパス施設開放要領を定め、

の短期使用を目的として施設開放ができるこ 平成26年４月１日より施行している。

ととし、開放を行う施設等については、「島

根県立大学講堂等開放要領」等を定めている

が、開放施設は、浜田キャンパス及び松江キ

ャンパス内の一部施設にとどまっている。

ついては、地域に開かれた大学づくりを進

める観点から、出雲キャンパス内の施設の開

放の検討を行うなど、開放施設の拡大に努め

られたい。

５ （一財）島根県建築住宅センター

（所管課：建築住宅課）

⑴ 所管課

【意見】

① 今後の住宅リフォーム助成事業のあり方等 ① 今後の住宅リフォーム助成事業のあり方等

について について

「しまね長寿の住まいリフォーム助成事業 バリアフリー助成については、高齢者がよ

費補助金」は、高齢化社会に対応した住まい り安全・安心に暮らせるよう、助成内容の充

の性能を確保し、安全で安心して生活できる 実等に今後も取り組んでいく。

良質な住環境を整備するため、既存住宅をバ また、耐震改修事業については、改修実績

リアフリー改修又は部分的耐震改修する者に が少ないことから、平成26年度から助成を取

対して費用助成を行うものである。 りやめたところであり、今後は、引き続き市

高齢化の進む県内においては、不慮の家庭 町村とも連携を図りながら高齢者の住む住宅

内事故による死亡者が増加傾向にあり、住ま の耐震化をどう進めるのか検討していく。

いの安全対策は急務であるが、バリアフリー

改修については、助成制度が浸透したことも

あり、事業実績は年々増加しており、平成25

年度も要望が多い。

また、木造住宅の耐震化率は、古い家が多

いこともあり、平成20年度65％で全国最低と

なっている。耐震改修については、設計・施

工業者の意識不足を解消するために、平成24

年度補正で耐震改修を促進するための普及啓

発事業を追加実施しているが、なかなか進ま

ない状況にある。

ついては、これまでの事業実績や効果を検

証するとともに、県民ニーズや関係団体の意

見なども十分踏まえ、今後の事業のあり方等

について検討されたい。

６ 萩・石見空港利用拡大促進協議会

（所管課：交通対策課）



⑴ 団体

【意見】

① 萩・石見空港の利用促進について ① 萩・石見空港の利用促進について

新幹線や高速道路など他の高速交通ネット 萩・石見空港利用拡大促進協議会では、平

ワークの整備が遅れている県西部地域にとっ 成25年度において東京線の２便化、大阪線の

て、航空路線の維持は、観光をはじめとする 定期便運航再開に向け、運賃助成、団体や個

産業の振興や人口定住など地域の活性化にと 人向け旅行商品造成への支援、交流事業の

って重要な課題である。 促進、情報発信など利用促進を積極的に取り

平成23年からは大阪路線が夏季期間限定運 組んだ結果、利用者数は前年対比で東京線が

航となり、大阪路線の定期運航化と東京路線 112.4％、大阪線が111.2％と好調な伸びを見

の複便化に向けて航空会社等と利用促進に取 せた。

り組んでいる。 また、東京線においては国の募集した羽田

こうした中、国土交通省が羽田空港国内線 発着枠政策コンテストに採択され、地元の悲

発着枠の配分で募集した政策コンテストに応 願であった増便が実現し、平成26年３月30日

募し、１往復分が配分されたことから、平成 から２年間の限定ではあるが、１日２便の運

26年３月からは念願であった東京路線の２往 航が始まった。

復便化が実現することとなった。 平成26年度においては、当初、圏域住民へ

地元にとっては、観光振興等で大きな効果 の周知不足等から搭乗率が低迷していたが、

が期待できるが、２年間の期限付きであり、 運賃助成制度や早期予約の格安な運賃情報な

将来に向かって複便運航が継続されるよう、 どを徹底して周知するとともに、首都圏発の

引き続き利用促進に取り組まれたい。 団体客・個人客向け旅行商品の造成支援を行

うなどにより、徐々にではあるが、利用者数

は増加し、搭乗率も上昇傾向にある。

今後も、島根県、航空会社（ＡＮＡ）と連

携しながら利用促進や情報発信に取り組むこ

とにより、更なる利用者数の増加を図り、３

年目以降の２便運航が継続されるよう取り組

んでいく。

平成24年度 平成25年度

東京線 利用者数 66,172人 74,384人

搭 乗 率 54.2％ 61.1％

大阪線 利用者数 4,533人 5,039人

搭 乗 率 61.3％ 66.8％

注）大阪線の運航期間は、平成24年度・25

年度とも７月 13日から８月 31日まで（ 50日

間）

⑵ 所管課

【意見】

① 萩・石見空港の利用促進について ① 萩・石見空港の利用促進について

団体に対する意見で述べたように、東京路 県では、２便化が実現した東京線の運航継



線複便運航の維持等を図るため、団体の利用 続のため、萩・石見空港利用拡大促進協議会

促進対策への支援、県関係部局や地元と連携 が行う団体旅行客の誘致や地元圏域からの利

した観光振興、地域振興等による需要創出対 用拡大などの利用促進事業への支援を行って

策などに積極的に取り組まれたい。 いる。

また、観光振興課においても観光面での誘

客対策として、個人観光客の誘致や石見地域

の魅力づくりに重点的に取り組んでいる。

さらに、平成26年度においては、航空会社

（ＡＮＡ）、協議会（事務局：益田市）、県

（交通対策課・観光振興課）による「東京路

線利用促進連絡会議」を定期的に開催し、利

用促進策の進捗管理や効果検証、対応策の検

討を行い、タイムリーかつ的確な対策を行う

ことで、更なる利用者増に努める。

７ 隠岐空港利用促進協議会

（所管課：交通対策課、観光振興課）

⑴ 団体

【改善等を要する事項】

① 補助金の管理執行が適切でなかったものに

ついて

島根県空港利用促進事業費補助金の事業の

一部について、隠岐観光協会と共同で実施

し、その実施主体となった同協会に対し、事

業費総額の一部を負担金として支出している

が、負担金の積算根拠が示されていないなど

証拠書類記載内容の不備や確認漏れがあっ

た。

【意見】

① 補助金の適切な管理執行について ① 補助金の適切な管理執行について

改善等を要する事項にもあるように、島根 隠岐観光協会と共同で実施する事業につい

県空港利用促進事業費補助金の管理執行につ て、あらかじめ同協会から負担金の積算根拠

いて適切に行われていなかった。 の提出を受け、その内容が適切であるか確認

ついては、今後は補助金の適切な管理、執 を行う。

行に努められたい。 事業の執行段階では執行状況について随時

確認を行う。

事業完了後には完了報告書の提出を受け、

負担金の充当内容について確認を行う。

② 隠岐空港の利用促進について ② 隠岐空港の利用促進について

隠岐空港利用促進協議会は、生活路線とし 出雲便については、生活路線であることか

て島民の利便性向上と観光を主とした対策の らアウトの利用者の利便性を図る（レンタカ



実施により離島航空路線の維持・確保に努め ー利用支援ほか）とともに、９月以降の観光

ている。また、東京羽田直行便を目指した大 客利用促進を図るために、キャンペーン（プ

阪夏季ジェット便の運行継続を図るため、安 レゼント企画）の実施や、冬季に広島、岡山

定した利用実績の確保を図っている。 などからの利用促進を図るためのツアー等を

平成24年度の搭乗率は、夏季ジェット便で 設定する。

77.4％（目標搭乗率 80％）、隠岐伊丹便で 大阪便については、冬季（12月～２月）の

64.4％（目標搭乗率 60％）、隠岐出雲便で 機材が平成23年から74人乗りとなり、観光客

56.1％（目標搭乗率60％）で一定の成果を上 誘客を中心に利用促進に取り組み、平成23年

げている。 度は900名余り、平成24年度は1200名弱、平

引き続き観光振興施策と連携した取組を効 成25年度は1300名余りと観光客の利用が確実

果的に展開し、安定的な利用の確保に努めら に増えている。また、同時にアウト対策も実

れたい。 施しており、平成25年度の冬期間の利用は大

幅にアップしており、出雲大社遷宮効果によ

り夏までの利用者が減少した部分を回復し、

ほぼ前年並みの搭乗者となっている。

冬季については、出雲便も含めて利用者が

増えており、今後も交流人口の拡大を図ると

ともに、平成26年度も運航が決定した夏季ジ

ェット便と併せ、年間を通じた誘客、誘致活

動に取り組み、羽田直行便実現に向けて実績

を積み上げていく。

⑵ 所管課

【改善等を要する事項】

① 補助金交付事務が適切でなかったものにつ

いて

交通対策課においては、隠岐空港利用促進

協議会における補助事業の実施状況につい

て、現地への出張等の際に証拠書類で確認す

るなどの進捗管理を行っていたとして、事業

終了後の実績報告に関する確認については提

出書類審査によって行い、補助金額を確定し

ていた。

しかしながら、島根県空港利用促進事業費

補助金事業の一部について隠岐観光協会と共

同実施した事業への負担金の積算根拠につい

て適切に把握されていないなど、関係諸帳簿

の確認が適切に行われておらず、実績報告に

おける補助金対象事業費の算定内容や補助金

の積算根拠の確認が不十分であることが判明

した。



【意見】

① 補助金交付事務の適切な執行について ① 補助金交付事務の適切な執行について

改善等を要する事項にあるように、現地調 執行状況に関する資料について、四半期毎

査により進捗管理を行ったとしているもの に隠岐空港利用促進協議会から提出を求め、

の、その際の証拠書類等の確認が不十分で、 それを確認した上で現地へ出向き、関係帳簿

補助金対象事業費の算定内容や補助金の積算 等証拠書類を精査し、進捗管理を行うことと

根拠の確認が適切に行われていなかった。 する。

ついては、補助金の実績報告の内容につい 事業完了後は現地調査を実施し、実施状況

て、関係帳簿等証拠書類の精査、確認を適切 の把握と実施結果の確認を適切に行う。

に行うとともに、隠岐空港利用促進協議会に また、隠岐空港利用促進協議会に対し、補

対し、補助制度の適切な執行について指導さ 助対象事業の範囲、執行基準等について具体

れたい。 的に示し、補助事業が適切に執行されるよう

指導していく。

② 隠岐空港の利用促進について ② 隠岐空港の利用促進について

団体に対する意見で述べたように、安定的 平成 25年度の搭乗率は、夏季ジェット便

な利用の確保を図るため、引き続き観光振興 72.1％（目標80％）、隠岐―伊丹便63.2％

施策と連携し、取り組まれたい。 （目標 65％）、隠岐―出雲便 59.6％（目標

60％）という実績となった。

今後も「隠岐世界ジオパーク」や「冬季観

光客誘客」対策など、関係機関と連携し諸施

策に取り組んでいく。

８ 21世紀出雲空港整備利用促進協議会

（所管課：交通対策課）

⑴ 団体

【意見】

① 出雲空港の利用促進について ① 出雲空港の利用促進について

21世紀出雲空港整備利用促進協議会では、 平成25年度の出雲空港は、冬季の利用促進

これまで利用者が減少する冬期の空港利用に 策等の効果もあり過去最高の84万人を上回る

つながる旅行商品の造成など観光振興とセッ 利用者数を記録した。

トした利用促進対策や、航空運賃の低廉化に 今後もこの観光需要を維持するため、島根

向けた要望活動等に取り組んできた。 県と情報共有を行い、島根県の観光施策と連

平成25年度に入って、平成の大遷宮をはじ 携した効果的な利用促進を図る。

めとする観光需要の高まりにより利用者数が また、航空運賃の低廉化についても島根県

伸びてきたところであるが、今後は、遷宮効 と一緒に引き続き航空会社へ働きかけを行っ

果が終了した後の観光需要の減少、また、米 ていく。

子空港に就航した格安航空便の影響が懸念さ

れるところである。

ついては、観光振興とセットした利用促進

対策や航空運賃の低廉化に引き続き取り組ま

れたい。



⑵ 所管課

【意見】

① 出雲空港の利用促進について ① 出雲空港の利用促進について

団体に対する意見で述べたように、観光振 平成25年度の出雲空港は、冬季の利用促進

興とセットした利用促進対策や、航空運賃の 策等の効果もあり過去最高の84万人を上回る

低廉化に引き続き取り組まれたい。 利用者数を記録した。

今後もこの観光需要を維持するため、観光

振興課、21世紀出雲空港整備促進協議会と情

報共有・連携を行い、効果的な利用促進を図

る。

また、航空運賃の低廉化についても、21世

紀出雲空港整備促進協議会と一緒に引き続き

航空会社へ働きかけを行っていく。

９ 石見観光振興協議会

（所管課：観光振興課）

⑴ 団体

【意見】

① 石見地域の観光振興について ① 石見地域の観光振興について

石見観光振興協議会においては、「なつか 当協議会は、石見広域観光の推進母体とし

しの国 石見」をキャッチフレーズに「石見 て、全域の情報発信や観光商品づくり、石見

神楽」を核とした広域観光を推進しており、 神楽ブランドの確立に向けた振興事業など

平成24年度は「石見の夜神楽」毎日公演や神 に、官民一体となって取り組んでいる。

社における昼食付神楽上演、宿泊客を対象と 石見地域の観光情報発信や地域ならではの

した出張上演などの取組を行い、県内外での 観光商品づくりに当たっては、継続した取組

公演では石見地域外に石見神楽ファンを拡大 みが重要であることから、観光客の増加に向

した。 けて、県、市町、観光関係団体の連携を一層

また、石見の食材を活用した新ご当地めし 強化していく。

「神楽めし」キャンペーンや「柿本人麻呂ゆ

かりの地 石見」で万葉恋歌をモチーフに

「石見で縁を深める」取組、世界遺産「石見

銀山遺跡」での「歩く観光」の推進など、地

域資源を活用した取組も進められているとこ

ろである。

ついては、石見神楽ブランドの確立に向け

た取組等、引き続き進めるとともに、各地域

にある観光素材の新たな発掘と観光商品とし

ての磨き上げに、県と地元がより一層連携し

て取り組まれたい。

10 神話の国縁結び観光協会

（所管課：観光振興課）

⑴ 団体



【意見】

① 県の施策と連携した取組について ① 県の施策と連携した取組について

神話の国縁結び観光協会は、設立以来、島 平成25年は、出雲大社の平成の大遷宮の影

根県東部の官民が一体となり、「縁結び」を 響もあり、圏域内には前年を大きく上回る観

テーマに首都圏をターゲットとした情報発信 光客が訪れた。この勢いを維持していくた

や広域観光商品の企画を進めてきた。このよ め、平成28年まで続く大遷宮や縁結びスポッ

うな取組の成果は、縁結びスポットへの女性 トの一層の情報発信に努めるとともに、新た

を中心とした観光客の入り込み数の増加など な観光素材の創出や、旅行会社への商品造成

に見られるところであるが、今後、圏域内の の働きかけなどにより、若い世代だけでな

観光客の入り込みを増やすためには、閑散期 く、シニア層の誘客にも取り組んでいく。

である冬季の誘客対策が不可欠である。 冬季を中心とした閑散期対策としては、温

ついては、平成25年春の尾道松江線開通を 泉や食を生かしたイベントの開催や情報発信

契機とした山陽、四国、九州地域における情 により誘客強化を図っていく。

報発信の強化や幅広い世代に向けた誘客対策 また、平成26年度中には尾道松江線が全線

など、「神々の国しまね」プロジェクトに続 開通することから、利便性の向上する九州・

いて県が平成25年度から展開している「ご縁 四国への誘客活動に重点的に取り組む。

の国しまね」キャンペーンと連携し、取り組 実施に当たっては、構成市や県ともよく連

まれたい。 携し、誘客効果を高めていく。

11 隠岐観光協会

（所管課：観光振興課）

⑴ 団体

【意見】

① 隠岐観光協会のあり方について ① 隠岐観光協会のあり方について

隠岐地域においては、これまでも地域の観 平成24年度から検討していた当協会のあり

光資源や特色を活かした取組が行われてきた 方については、平成26年３月の隠岐観光協会

が、近年、隠岐への観光客の入り込み数は減 臨時総会において、以下のとおり方針をまと

少傾向にある。 めた。

平成24年度は島根県が「古事記編纂千三百 ⑴ 当協会の活動については、観光消費額の

年」をキーワードに県内各地で観光客誘致の 増加を図っていくための具体策として、マ

取組を行い、隠岐においては隠岐ジオパーク ーケティング活動を実践し、市場動向に合

世界認定に向けた各種イベントが開催された わせた広報宣伝、誘客対策を実施する。ま

が、隠岐汽船乗降客のうち観光を目的とする た、観光に関する様々なサービスの品質向

者の数は82,367人で、平成21年度の97,608人 上を図り、観光客の満足度を向上させて、

から約15,000人の減となった。 リピート客につなげるよう取り組む。

このため、観光商品の内容や受入体制など そのために、協会内に本部、支部（各島

観光振興の考え方や手法について、隠岐観光 観光協会）、観光事業者からなる営業戦略

協会の新たな取組が求められるところである 会議を設置し、企画の立案や評価などを実

が、取組体制や運営方法、財源の確保等の課 施していく。

題があり、隠岐観光協会のあり方について平 ⑵ 当協会の推進体制については、世界ジオ

成24年度から検討が続けられている。 パーク認定を契機とした観光振興を図るた

ついては、隠岐ジオパーク世界認定を契機 め、平成26年度から島根県隠岐支庁に事務

とした新たな観光振興の推進を図るため、隠 所を移転し、県民局観光振興課、隠岐世界



岐観光協会のあり方について早急に結論をと ジオパーク推進協議会との連携体制を強化

りまとめ、取り組まれたい。 する。

また、現状の事務局体制（５名）に見合

った事務処理の効率化や事業内容を精査す

るとともに、県民局観光振興課、支部との

役割分担を明確にして、効率的かつ効果的

な事業実施ができるよう改める。

当面、隠岐観光協会の法人化は行わず、

公共サービスを中心とした事業展開を行

う。

12 （公財）しまね文化振興財団

（所管課：文化国際課、文化財課）

⑴ 所管課

【意見】

① 八雲立つ風土記の丘の指定管理について ① 八雲立つ風土記の丘の指定管理について

八雲立つ風土記の丘の指定管理について （文化財課）

は、入館料収入にメリットシステムが導入さ 平成27年度から始まる次期指定管理期間に

れており、平成24年度の入館料収入は目標額 おいて、指定管理者の努力が反映されること

の73％にとどまったため、指定管理料の減額 からメリットシステムは継続することとし

変更（20万円余）が行われていた。 た。

平成23年度に監査を実施した際にも意見を なお、公募条件における収入目標額の設定

述べたところであるが、収入目標額が企画展 にあたっては、直近の過去３年間の入館料収

入館料が引き下げられる以前の収入実績を勘 入平均を勘案し、現状に即したものとした。

案して設定されており、現状では目標達成が

相当困難なものになっている。

平成27年度に指定管理が更新される予定で

あるが、小中高校生の入館料が完全に無料化

されている現在、メリットシステムについて

は、その継続の必要性を含めて検討を行われ

たい。

※メリットシステムとは

指定管理業者の努力によって入館者の増、

使用料の増収が可能な施設を対象に、各年度

において収入目標額を10％上回った（下回っ

た）場合は、その増（減）収分の１／２につ

いて当年度の指定管理料を増（減）するもの

である。


